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柳井市立保育所保育業務支援システム導入等業務公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 適用 

  本実施要領は、柳井市立保育所保育業務支援システム導入等業務（以下「本業務」という。）を行う事

業者をプロポーザル方式により、公正かつ公平な方法で選定するために、必要事項を定めるものとする。

応募者は、この実施要領の内容を踏まえ、企画提案書その他の関連書類を提出するものとする。 

 

２ 目的 

本業務は、市立保育所への保育業務支援システムの導入により、利用者の利便性を向上させるとともに、

職員の事務負担の軽減や作業の省力化を図り、保育業務に専念できる環境を整備すること及び保育の質の 

向上を図ることを目的とする。 

 

３ 本業務の概要 

（１）業務名 

柳井市立保育所保育業務支援システム導入等業務 

（２）業務内容 

別紙柳井市立保育所保育業務支援システム導入等業務仕様書（以下「仕様書」という。）のとおりと

する。 

※システム導入に当たって必要な環境整備（回線整備、ネットワーク機器・無線アクセスポイント端末

等の設置、設定等）は、本プロポーザルに含まないものとする。 

（３）業務期間 

ア 導入期間 契約締結日から令和６年１１月３０日まで 

イ 運用期間 令和６年１２月１日から令和１１年１１月３０日まで 

（４）対象施設 

施設名 所在地 

柳井南保育所 柳井市伊保庄２５３０番地３ 

大畠保育所 柳井市神代２９６６番地２５ 

 

４ 契約上限額 

（１）システム導入費用（２か所分の合計） 

１１０，０００円以内（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

（２）システム運用保守費用（２か所分の合計） 

３，９６０，０００円以内（１か所月額３３，０００円以内、６０か月分）（消費税及び地方消費税

の額を含む。） 

※地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の３の規定による長期継続契約であるため、契約締結

日の属する年度の翌年度以降において、当該契約に係る市の歳出予算の減額又は削除があったときは、契

約を変更又は解除することがある。 

※契約の変更又は解除により損害を受けた場合は、その損害の賠償を市に請求することができる。この場合

における賠償額は、市と協議して定めるものとする。 
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５ 参加資格要件 

本プロポーザルに参加できる者は、公告時点で次に掲げる要件の全てを満たす者とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

（２）公告の日から本業務の契約締結日までに、市若しくは他の地方公共団体又は国から競争入札に係る指

名停止措置を受けていないこと。 

（３）国税及び市税を滞納していないこと。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成

１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てをしていないこと。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する

暴力団員でない者又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有しない者であること。 

（６）市の令和６年度の物品調達等競争入札参加資格審査申請を行い、資格の認定を受けていること。ただ

し、資格の認定を受けていない者については、「８ 参加表明書等の提出について」（１）に掲げるカ

からケまでの書類を提出し、適正に受理された者は、本プロポーザルに限り、資格の認定を受けている

者とみなす。 

（７）児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に基づく保育所を運営する他の地方公共団体において、シ

ステムの導入・運用実績があること。 

なお、システムの導入・運用実績とは、保育所における保育業務を総合的に支援するシステムの実績

とし、機能単体システム（例えば、保護者連絡システム、午睡チェックシステム等）のみの実績を除く

こと。 

また、運用の実態を伴わない可能性があることから、システムの無償提供も実績に含めないこと。 

（８）情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）の基準を満たす認証（ＪＩＳＱ２７００１又は

ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１）又は一般財団法人日本情報経済社会推進協会が認証するプライバシーマー

クの認証（ＪＩＳＱ１５００１）を取得していること。 

（９）仕様書において定める業務について、業務遂行能力を有するとともに適正に実施する体制を有し、市

の指示に柔軟に対応することができること。 

 

６ スケジュール 

内  容 日  程 

実施要領及び選定方法の公表 令和６年８月２日（金） 

質問受付期限 令和６年８月９日（金）１７時まで 

質問に対する回答期限 令和６年８月１６日（金） 

参加表明書等の提出期限 令和６年８月２３日（金）１７時まで（必着） 

１次審査結果通知 

提案書の提出要請 
令和６年８月２９日（木） 

提案書等の提出期限 令和６年９月１０日（火）１７時まで（必着） 

２次審査実施日（プレゼンテーション） 令和６年９月１８日（水）※予定 

２次審査結果通知 令和６年９月２５日（水）※予定 

優先交渉権者決定 

契約締結 
令和６年９月下旬 ※予定 

 ※本スケジュールは、予定であり、変更となる場合がある。 
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７ 質問及び回答について 

質問がある場合は、質問書（別記第６号様式）に質問内容を記入し、下記のとおり提出すること。 

なお、電話や来訪による口頭での質問や期限を過ぎた質問は、受け付けない。 

（１）提出方法・提出先 

電子メール又はＦＡＸの方法によること。 

電子メール kodomo-support@city-yanai.jp 

ＦＡＸ   ０８２０-２３-７５６６ 

※表題に「柳井市立保育所保育業務支援システム導入等業務 プロポーザル質問（事業者名）」と明

記すること。また、送信後に電話で到着確認を行うこと。 

（２）質問の受付期限 

令和６年８月９日（金）１７時まで 

（３）回答方法等 

ア 市ホームページ（https://www.city-yanai.jp/）において、質問事項及び回答内容を掲載する。 

イ 質問に対する回答については、本要領（仕様書を含む。）と一体のものとして効力を有するものと

するため、質問の有無にかかわらず、回答を確認のこと。 

ウ 回答に当たっては、全ての質問を公表するが、質問者名は、公表しない。 

また、本プロポーザルの公平性に影響すると思われる内容の質問については、回答しないことがあ

る。 

 

８ 参加表明書等の提出について 

（１）提出書類 

  ア 参加表明書（兼参加資格要件等確認書）（別記第１号様式及び付表） 

  イ 会社概要調書（別記第２号様式） 

  ウ 柳井市立保育所保育業務支援システム機能要件（別記第３号様式） 

  エ 見積書（別記第４号様式） 

  オ 情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）の基準を満たす認証又は一般財団法人日本情

報経済社会推進協会が認証するプライバシーマークの認証を取得していることを証明する書類の写し 

 ※市の令和６年度物品調達等競争入札参加資格の認定を受けていない者は、次に掲げる書類を併せて提出

すること。 

  カ 登記事項証明書（商業登記簿謄本）（本社を管轄する法務局が発行する証明で申請日直前３か月以

内のもの） 

  キ 貸借対照表及び損益計算書（申請日直前１事業年度分） 

  ク 所得税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書（その３の２）又は法人税並びに消費税及び地方

消費税の納税証明書（その３の３）（申請日直前３か月以内のもの） 

  ケ 市税の完納証明書（市内に本店、事務所、営業所等がある場合）（申請日直前３か月以内のもの） 

 ※各様式については、市ホームページから入手すること。 

 ※柳井市立保育所保育業務支援システム機能要件について 

  ・各機能要件に対する対応状況について、「対応可否」欄に記号を記入すること（標準機能の場合は、

「○」、カスタマイズの場合は、「△」、対応不可能は、「×」）。 

  ・カスタマイズ「△」を記載した場合、「追加費用」欄及び機能概要の内容に沿ったものであるか判断

するため、「備考」欄に必ず対応内容を記載すること。備考欄が不足する場合は、ナンバーを明確に

した上で別紙に対応状況を記載すること。なお、対応内容を判断した結果、求める要件に適さないと

市が判断した場合は、「×」として取り扱う。 



4 

 

  ・各種機能に関して、補足事項がある場合は、「備考」欄に補足内容を記載すること。 

  ・市は、全ての要件が重要かつ基本的な事項であると考えており、特に要件区分が「Ａ（必須機能）」

となっている機能において、「×」が１項目でもある場合には、要件一覧対応状況が０点となり、関

連する評価内容についても減点対象となるので留意すること。 

（２）提出部数 

各１部。ただし、「ウ 柳井市立保育所保育業務支援システム機能要件（別記第３号様式）」のみ併

せてＣＤ－ＲＯＭ又はＤＶＤ－ＲＯＭの媒体でエクセルデータを提出すること。 

（３）提出方法 

  ア 持参の場合 

    市役所閉庁日を除く平日の８時３０分から１７時１５分までとする。ただし、提出期限日（８月２

３日）については、１７時までとする。 

  イ 郵送の場合 

  （ア）簡易書留郵便等の送付記録が残る方法により送付し、８月２３日１７時までに必着とすること。 

  （イ）封書に「柳井市立保育所保育業務支援システム導入等業務関係書類在中」と記載すること。 

（４）提出先 

   〒７４２－８７１４ 

   山口県柳井市南町一丁目１０番２号 

   柳井市役所 健康福祉部 こどもサポート課 

（５）提出期限 

   令和６年８月２３日（金）１７時まで（必着） 

 

９ 提案書の提出について 

  １次審査の結果により、２次審査（プレゼンテーション）に参加する者（以下「参加者」という。）は、

以下のとおり提案書を提出すること。 

（１）提出書類 

  ア 提案書（別記第５号様式） 

  イ 業務内容に係る企画提案（任意様式） 

（２）提出部数 

  ア 正本 １部（提案事業者名等を表記したもの） 

イ 副本 ５部（提案事業者名等の提案事業者が特定できる記載を全て削除したもの） 

ウ 電子データ １部（ＣＤ－ＲＯＭ又はＤＶＤ－ＲＯＭに保存したもの） 

（３）提出方法 

ア 持参の場合 

    市役所閉庁日を除く平日の８時３０分から１７時１５分までとする。ただし、提出期限日（９月１

０日）については、１７時までとする。 

  イ 郵送の場合 

  （ア）簡易書留郵便等の送付記録が残る方法により送付し、９月１０日１７時までに必着とすること。 

  （イ）封書に「柳井市立保育所保育業務支援システム導入等業務関係書類在中」と記載すること。 

（４）提出先 

   〒７４２－８７１４ 

   山口県柳井市南町一丁目１０番２号 

   柳井市役所 健康福祉部 こどもサポート課 
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（５）提出期限 

令和６年９月１０日（火）１７時まで（必着） 

（６）提案書作成に当たっての留意事項 

ア 用紙は、原則Ａ４判左横書き（縦横配置不問）とし、両面印刷の上、ファイル等にまとめて綴るこ

と。ただし、図表等で表現する場合で、明確さのためにＡ３判用紙を使用することや表現の都合上、

用紙の方向を一部変更したり、記述方向を一部縦としたりすることは、差し支えない。 

イ 頁数は、６０ページまでとし、頁番号は、各頁の下部中央に、目次を除いた部分の通し番号とする

こと。Ａ３判の図表等については、２頁でカウントする。なお、表紙、目次は、枚数に含めない。 

ウ 文字の大きさは、原則として１０．５ポイント以上とし、見やすさ、分かりやすさを心掛けること。

ただし、図表内の文字は、この限りでない。 

エ 原則として日本語表記とすること。ただし、専門用語は、この限りでないが、必要に応じて用語解

説を行うこと。 

オ 提案書の記述に当たっては、参加者からの説明が無くとも理解できる内容となるよう平易な表現を

心掛けること。 

カ 提案書に記載する内容は、参加者のノウハウやスキルを本業務の効果に結びつけた提案とすること

に留意すること。 

キ 仕様書を十分理解し、その事項を確実に実現でき、かつ、その履行が確実に担保できる提案内容と

すること。 

ク 仕様書に記載している事項以外に、本業務の目的を達成するために有効な方法がある場合は、積極

的に提案すること。ただし、提案したものは、全て実現を約束したものとする。 

ケ 提案書等の提出後は、提出資料の修正、差し替え、追加等を認めないものとする。 

 

１０ 審査の方法 

（１）審査委員会の設置 

柳井市保育所保育業務支援システム導入等業務公募型プロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」

という。）を設置し、審査を行う。 

（２）審査方法 

ア １次審査（担当部局による書面審査） 

参加者から提出された参加表明書等に基づき、担当部局において、本プロポーザルの参加資格の有

無を確認する。 

なお、提出された会社概要調書に記載の導入実績の内容及び柳井市立保育所保育業務支援システム

機能要件の内容から、別に定める「柳井市立保育所保育業務支援システム導入等業務に係るプロポー

ザル評価基準」（以下「評価基準」という。）に基づいて採点を行い、２次審査における基礎点とし

て取り扱う。 

また、本プロポーザルの応募者が３者以上となった場合は、１次審査における基礎点の上位３者を

２次審査（プレゼンテーション）への通過者とする。 

イ ２次審査（プレゼンテーション） 

提出された提案書等に基づき、次のとおりプレゼンテーション及びヒアリングを実施し、審査委員

会委員（以下「委員」という。）が評価基準に基づき、提案の優劣を判定する。 

（３）プレゼンテーション 

ア 実施予定日 令和６年９月１８日（水） 

イ 開催時間及び会場 ※別途通知 

ウ 方法 
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（ア）参加者１者につき６０分以内（事前準備、片付け１０分、説明４０分、質疑応答１０分） 

（イ）説明については、以下の内容を含めること。 

ａ システム概要（画面構成など）について 

ｂ 登降園管理の操作について 

ｃ 保護者との連絡機能について（お知らせ配信、欠席遅刻連絡等） 

ｄ 保育ドキュメンテーション（保育記録）について 

ｅ 指導計画等各種帳票作成について 

ｆ その他市にとって必要性の高い付加価値のある提案 

※タブレットとＰＣで利用可能な機能が異なる場合や画面の構成・操作方法が異なる場合は、画面

を用いて、それらの詳細を説明すること。 

（ウ）プレゼンテーションで使用するパソコン及び接続ケーブルについては、参加者で用意すること（ 

プロジェクター及びスクリーンは、市が用意する。）。 

（エ）プレゼンテーションへの参加は、３人以内とし、本業務に精通する者が出席すること。 

エ 注意事項 

（ア）説明は、提出された提案書に沿って行うこととし、原則として追加資料等の提出は、認めない。 

（イ）プレゼンテーションは、非公開とする。参加者による会場内での録音・録画は、認めない。 

（ウ）通知した時間までに出席しない場合は、プロポーザルへの参加意思がないものとみなす。 

（エ）プレゼンテーションを行う順番は、原則として参加表明書の受付順とする。 

オ 評価基準 

（ア）参加者の評価項目、評価の着目点及び配点は、評価基準のとおりとする。 

なお、参加者の数が１者である場合にも審査を行う。 

（イ）各委員の評価点が１，０００点中６００点を超えており、かつ各委員の評価点の合計の最上位者

を優先交渉権者として決定する。 

なお、同点の場合は、審査委員会で協議の上、優先交渉権者を決定する。 

カ 結果の通知及び公表 

審査結果は、２次審査の対象となった全ての参加者に文書で通知するとともに、電子メールで行う。 

なお、審査結果についての異議申立ては、できないものとする。また、審査結果については、市ホ

ームページにおいても公表する。 

 

１１ 契約締結について 

審査完了後、選定した優先交渉権者が提案する事業内容を踏まえて、仕様書の内容を整えるなどの必

要な調整を行い、見積書を改めて徴取し、随意契約の方法により契約を締結する。 

 

１２ その他 

（１）提案書の提出は、参加者１者につき１提案とする。 

（２）提出された書類は、返却しない。 

（３）提出された書類は、本プロポーザルに係る選定業務以外には、使用しない。 

（４）参加者は、本プロポーザルで知り得た情報等について、他に漏らしてはならず、その職を退いた後も

同様とする。 

（５）参加者は、実施要領等の内容や審査事項について、不明、錯誤等を理由に異議を申し立てることはで

きない。 

（６）提案に要する費用は、全て参加者の負担とする。 

（７）優先交渉権者と決定された者を対象として、業務内容、仕様書等の契約内容を協議した上で本業務を
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委託する相手方を決定するため、優先交渉権者の決定を以て参加者の企画提案内容を全て了承するもの

でなく、また、本業務を委託する相手方を決定するものでない。 

（８）選定後又は契約締結後に、優先交渉権者の提案書における虚偽の記載又は選定の公平性を害する行為

があったと判明した場合は、優先交渉権の取消し又は契約を解除することがある。 

（９）優先交渉権者が契約締結までの手続期間中に失格となった場合又は優先交渉権者との契約に係る協議

が不調となった場合は、次順位者と契約に係る協議を行う。 

（10）次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、失格となる。 

ア 本要領に定める手続等に適合しない場合 

イ 提出書類に虚偽があった場合 

ウ 本プロポーザル公募開始後、本業務に関することで委員に接触を求めた場合 

エ 見積書の金額が「４ 契約上限額」を超える場合 

オ プレゼンテーションに遅刻・欠席した場合。ただし、やむを得ないと認められる理由がある場合を

除く。 

カ その他審査委員会において不適当と認められた場合 

（11）参加表明書の提出後に辞退する場合は、辞退届（別記第７号様式）を提出すること。 

 

１３ 担当部局 

柳井市健康福祉部こどもサポート課 

住 所 〒７４２－８７１４ 

山口県柳井市南町一丁目１０番２号 

電 話 ０８２０－２２－２１１１ 

ＦＡＸ ０８２０－２３－７５６６ 

電子メール kodomo-support@city-yanai.jp 


